
（平成２４年１月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

千葉国民年金 事案 4060 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年３月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 60 年３月から 61 年３月まで 

    私は、年金手帳の記載のとおり、昭和 60 年２月に転居したＡ市で国

民年金の住所変更手続を行い、国民年金保険料を納付した。申立期間の

保険料を未納のまま放置し、申立期間以降の保険料を納付したとは思え

ないので、私の年金記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 13 か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間以外

に国民年金保険料の未納は無く、免除期間の追納及び過年度納付を行うな

ど納付意識の高さがうかがえる。 

   また、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、申立人が昭和 61 年８月 20

日にＡ市で国民年金の手続を行ったことが確認でき、同時点で、申立期間

は過年度納付が可能な期間であり、オンライン記録に、同日に近接する同

年８月 25 日に過年度納付書が作成された記録があることを考慮すると、

申立期間の保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4061 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 60 年４月から 61 年３月まで 

    私は、国民年金に加入するには国民年金保険料を遡って納付すれば加

入できると言われたので、母が加入手続を行い、保険料を遡って納付し

てくれた。申立期間の納付記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、Ａ市の国民年金被保険者名簿により、申立人の

国民年金の加入手続は、昭和 62 年３月上期に行われたことが確認でき、

その時点で申立期間②の国民年金保険料は過年度納付することが可能であ

り、オンライン記録において、申立期間②直前の 60 年１月から同年３月

までの保険料が 62 年４月 27 日に一括で過年度納付され、申立期間②直後

の昭和 61 年度の保険料が 62 年４月に一括で現年度納付されていることが

確認できる上、12 か月と短期間であることを考慮すると、申立期間②の

保険料は納付していたものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①については、上記被保険者名簿において申立人の加入

手続が行われた際、昭和 59 年４月に遡って国民年金の被保険者資格を取

得したことが記録されており、加入手続を行った時点では、申立期間①の

保険料は時効により納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間①の保険料納

付の前提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 



  

   さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、申立人の保険料納付を行ったとする申立人の母は、申立期間①の

保険料の納付方法、納付金額等について記憶が不鮮明なため納付状況は不

明である。 

   加えて、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 60 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4062 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年度中に未納となっている３か月

の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年度中に未納となっている３か月 

             ② 昭和 55 年４月から 61 年３月まで 

    私は、Ａ市に住んでいたとき、友人に勧められて国民年金に任意加入

し、毎月、国民年金保険料をＡ市役所で納付していた。Ｂ市に転居して

からも同じように、毎月、Ｂ市役所で納付していたのに申立期間①が未

納、申立期間②が未加入となっているので納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①に係る国民年金保険料をＡ市で納付していたと主

張しているところ、申立期間①は、国民年金の任意加入期間であり、保険

料を納付することが可能であった上、申立期間①は３か月と短期間である

ことを踏まえると、申立期間①の保険料は納付していたものと考えるのが

自然である。 

   一方、申立期間②については、申立人はＢ市でもＡ市に在住していたと

きと同じように保険料を納付していたと主張しているが、オンライン記録

によると、申立人は昭和 55 年４月 30 日に国民年金任意加入被保険者の資

格を喪失し、61 年４月１日に国民年金第３号被保険者の資格を再取得し

ていることが確認できる上、申立人の所持している年金手帳にも同じ記録

が記載されている。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、

申立期間②の期間は国民年金の未加入期間であり、制度的に保険料を納付



  

することはできない。 

   さらに、申立期間②は 72 か月と長期間にわたり、行政機関がこれだけ

の長期間において、収納処理事務を続けて誤ることは考え難い上、申立人

は昭和 52 年以前にも任意の未加入期間があり、申立人が申立期間②は未

加入であったことに不自然さは無い。 

   加えて、申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年度中に未納となっている３か月の国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4063 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年３月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年３月 

    昭和 58 年３月初め頃にＡ市役所から国民年金の加入案内が届き、父

が同市役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したは

ずである。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は１か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国民年金

保険料を全て納付している上、申立期間の保険料を納付したとする申立人

の父は国民年金の加入期間の保険料を全て納付していることから、申立人

及びその父の保険料の納付意識の高さが認められる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日

から、申立人の国民年金の加入手続が行われたのは昭和 58 年 12 月頃であ

ると推認でき、同時点において、申立期間の保険料は過年度納付が可能な

期間である上、申立期間当時、Ａ市役所庁舎内の銀行派出所窓口では過年

度保険料の収納を取り扱っていたことが確認できることから、申立人の父

が申立期間の保険料を納付していたものと考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4064 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 10 月から 42 年２月まで 

             ② 昭和 53 年１月から同年３月まで 

    私の母は、几
き

帳面な性格であり、私の兄の国民年金については、成人

してすぐに加入手続を行っているので、私の国民年金についても同様に

加入手続を行ってくれたはずである。また、私が昭和 44 年５月に結婚

するまでの国民年金の加入期間については、母が国民年金保険料を納付

してくれていたはずであり、結婚後は私が市役所に行き、年払いで保険

料を納付していたので、申立期間の納付記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、３か月と短期間であり、前後の期間の国民年金

保険料は長期間にわたり納付済みである。 

   また、オンライン記録において、申立人は申立期間②直前の昭和 52 年

４月から同年 12 月までの保険料を納付していることが確認できる上、申

立人は、申立期間②当時、夫が営む自営業は業績好調で収入も多く生活に

余裕があったと述べており、その当時保険料を納付する十分な資力があっ

たことがうかがえることから、申立期間②の保険料は直前の期間と同様に

納付していたものと考えても特段不自然ではない。 

   一方、申立期間①については、申立人は、成人してすぐに申立人の母が

申立人の国民年金の加入手続を行ってくれたはずであると主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年５月 13 日に社会保険事務所

（当時）からＡ郡Ｂ町に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立人

の前後の任意加入者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は同



  

年６月頃に行われたものと推認でき、申立人の主張と相違する。 

   また、Ｃ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人の国民年金被保険

者の資格取得日が昭和 43 年４月１日と記載されており、当該資格取得日

は特殊台帳及びオンライン記録と一致することから、申立期間①は国民年

金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間

である。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間①に係る保険料の

納付には関与しておらず、申立期間①の保険料を納付していたとするその

母は既に亡くなっているため、保険料の納付状況は不明である。 

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間①の保

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4065 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 10 月から 54 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年 10 月から 54 年 12 月まで 

    私は、昭和 53 年 11 月に、夫の転勤により、Ａ市からＢ市に転居後す

ぐに、Ｂ市のＣ銀行Ｄ支店でＡ市で発行された国民年金保険料の納付書

を使い、保険料を納付しようとしたが、行員から「この納付書は使用で

きないので、市役所で手続をして下さい。」と言われたのでＢ市役所で

国民年金の住所変更手続を行い、同市役所から送られた納付書を持参し、

同支店で保険料を納付したことを記憶しており、その後もきちんと納付

した。申立期間の保険料を納付した記載が確認できる家計簿を提出する

ので、納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳の記載から、申立人は、申立期間前後におい

て住所変更手続を適切に行っていることが確認できる上、60 歳以降も国

民年金に任意加入するなど、納付意識の高さがうかがえる。 

   また、申立人から提出された家計簿は、長期間にわたり詳細な日常の収

支が記帳されており、当時作成されたものと認められる上、申立期間にお

いて支出した国民年金保険料が記載されており、その金額は申立期間当時

の法定保険料額と一致していることが確認できることから、申立期間の保

険料を納付したことを裏付ける資料として信 憑
ぴょう

性は高いものと考えられ

る。 

   さらに、申立期間は 15 か月と比較的短期間であり、前後の期間は納付

済みであることを踏まえると、申立期間の保険料は納付していたものと考

えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉国民年金 事案 4066 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年 12 月から 40 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年 12 月から 40 年３月まで 

    昭和 39 年 12 月頃、町内会の役員が自宅に来て、母が私の国民年金の

加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。当時、家事手伝い等

で会社勤めをしていない人については、加入年齢に達すると市役所から

の指示で町内会の役員が国民年金の加入手続を行い、保険料を集金して

いたので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年 12 月 27 日に社会保険事

務所（当時）からＡ市に払い出されており、申立人の手帳記号番号の前後

の任意加入者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は 42 年１

月頃に行われ、その際、39 年 12 月 23 日に遡って被保険者資格を取得し

たものと推認されるところ、加入手続を行った時点で、申立期間の国民年

金保険料は過年度納付することが可能である。 

   また、申立期間は４か月と短期間である上、申立人は申立期間以降、長

期間にわたり未納は無く、納付意識の高さが認められる上、オンライン記

録によると、申立期間直後の昭和 40 年度の保険料が納付済みとなってお

り、国民年金の加入手続の時期から推認すると、当該保険料は過年度納付

したものと考えられることから、申立期間の保険料は直後の期間と同様に

過年度納付したものと考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



  

千葉厚生年金 事案 4323 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 35 年７月 20 日から 40 年７月 21 日ま

での期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

当該期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年５月から同年７月 20 日まで 

             ② 昭和 35 年７月 20 日から 40 年７月 21 日まで 

    私は、Ａ社Ｂ（部門）Ｃ事業所（現在は、Ｄ社）に昭和 35 年５月に

入社したが、年金記録を確認したところ、厚生年金保険被保険者の資格

取得日が同年７月 20 日となっていることに納得できない。また、同社

の厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金が支給済みと記録さ

れているが、受給した記憶は無い。調査の上、申立期間①及び②につい

て、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、Ａ社Ｂ（部門）Ｃ事業所に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約２年６か月後の昭和 43 年１月 30 日に脱退手

当金が支給決定されたこととなっており、事業主が申立人の委任に基づ

き代理請求したとは考え難い。 

    また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間②より前

の被保険者期間（23 か月）についてはその計算の基礎とされておらず、

未請求となっている上、申立人は、申立期間②の被保険者資格を喪失し

た８日後に同一の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で再就職している

こと、及び申立人は脱退手当金の支給決定日の約２年前の昭和 41 年＊

月＊日に婚姻しているが、Ａ社Ｂ（部門）Ｃ事業所の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿の氏名は変更処理がなされていないことなどから、裁

定事務処理に不自然さが認められる。 



  

    これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間②に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

  ２ 申立期間①については、申立人がＡ社Ｂ（部門）Ｃ事業所に同時期に

入社したとして氏名を挙げた元同僚３名のうち所在が判明した２名及び

当該事業所の被保険者名簿により、申立人の資格取得日と近い資格取得

日の元同僚（女性）のうち所在が判明した５名の計７名に照会したが、

申立人の申立期間①に係る勤務実態について確認できない。 

    また、当該事業所の被保険者名簿により、申立人が氏名を挙げた上記

元同僚３名の当該事業所における資格取得時期は、いずれも申立人と同

じ昭和 35 年７月であることが確認できる上、36 年１月に厚生年金保険

の資格を取得している他の元同僚の１名は、「私は、35 年 10 月に入社

したが、厚生年金保険に加入していない見習期間があった。」と供述し

ていることから、当該事業所は、必ずしも入社と同時に従業員を厚生年

金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

    さらに、Ｄ社は、「当時の賃金台帳等の関連資料の所在は不明であ

る。」と回答していることから、申立人の申立期間①における厚生年金

保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4324 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの期間につ

いては、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の標準報酬月

額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当

該期間の標準報酬月額に係る記録を３年 12 月から４年９月までは 20 万円、

同年 10 月から５年９月までは 24 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立人は、申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年８月 16

日までの期間については、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

当該期間の標準報酬月額に係る記録を 24 万円に訂正することが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から７年８月 16 日まで 

    私は、平成元年４月から７年８月までＡ社のＢ（職種）として勤務し

ていた。しかし、３年 12 月から７年７月までの標準報酬月額が 11 万

8,000 円に引き下げられており、当時実際に受け取っていた給与の金額

と相違している。申立期間当時の銀行預金通帳及び預金取引明細表を提

出するので、調査して標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの期間に

ついては、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額は、当初、

３年 12 月から４年９月までは 20 万円、同年 10 月から５年２月までは

24 万円と記録されていたが、同年３月 29 日付けで、３年 12 月１日に

遡って 11 万 8,000 円に減額訂正され、その標準報酬月額が５年９月ま

で継続していていることが確認できる上、申立人を除く 68 人について

も同日付けで標準報酬月額の記録が遡及して引き下げられている。 

    また、Ａ社の元経理担当取締役は、「当時は業績の悪化が続き、社会

保険料は、数度にわたり支払計画を提出して、分割して支払っていた。



  

標準報酬月額については、社会保険事務所の担当者の指導により、変更

を届け出た。」と供述しており、当該事業所において厚生年金保険料等

の滞納があったことがうかがえる。 

    これらを総合的に判断すると、当該遡及訂正処理は事実に即したもの

とは考え難く、社会保険事務所において、このような処理を行うべき合

理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録は有効なものと認められ

ないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出たとおり、平成３年 12 月から４年９月までは

20 万円、同年 10 月から５年９月までは 24 万円に訂正することが必要

である。 

 

  ２ 申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年８月 16 日までの期間に

ついては、申立人から提出された銀行預金通帳及び預金取引明細表によ

ると、当該事業所から振り込まれた給与額は、オンライン記録の標準報

酬月額よりも高額であることが確認できる上、申立人は、「給与額は退

職するまで下がったことはなく、会社からの振込額が月々変動している

のは、Ｂ（職種）として社内販売で購入せざるを得ず、毎月３万円から

６万円くらいは差し引かれていたからである。」と供述しており、元同

僚からも社内商品の購入費を給与から控除されていた旨の供述が得られ

たこと、及び申立人から併せて提出された前記遡及訂正期間のうち遡及

訂正前に振り込まれた３年 12 月１日から５年２月１日までの期間に係

る銀行預金通帳により、当該期間とほぼ同額の給与振込額が確認できる

ことを考え合わせると、当該期間においても、前記遡及訂正前の標準報

酬月額と同等の給与の支給及び保険料の控除が行われていたものと考え

られる。 

    これらを総合的に判断すると、申立期間のうち、平成５年 10 月１日

から７年８月 16 日までの期間について、申立人は、その主張する標準

報酬月額（24 万円）に基づく保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

    なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、銀行預金通帳及び預金取引明細表において推認

できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所において記

録されている標準報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、

事業主は、銀行預金通帳及び預金取引明細表において推認できる保険料

控除額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納

付の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月

額に基づく保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



  

千葉厚生年金 事案 4325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 41 年３月１日から同年６月１日までの期間につ

いては、事業主は、申立人が同年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格

を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったことが認め

られることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については５万 2,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年３月１日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 41 年３月１日から同年６月１日まで 

    私は、昭和 40 年３月１日から同年７月末まではＡ社に勤務していた

のに、厚生年金保険の加入記録が無い。また、41 年２月 28 日から同年

５月末まではＢ社に勤務していたのに、厚生年金保険の加入記録が同年

２月 28 日から同年３月１日までしか無い。納得できないので調査して

厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、雇用保険の加入記録、元事業主及び元同僚の

証言により、申立人が申立期間②においてＢ社に継続して勤務していた

ことが認められる。 

    一方、オンライン記録によると、申立人は、当該事業所において昭和

41 年２月 28 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年３月１日

に資格を喪失したこととされている。 

    しかし、雇用保険の加入記録によれば、申立人は当該事業所において

昭和 41 年２月 28 日に雇用保険被保険者の資格を取得し、同年５月 31

日に離職したことが確認できる上、当該事業所に申立人と同時期に入社

した元同僚の雇用保険の加入記録と厚生年金保険の被保険者記録はおお

むね一致していることが確認できること、及び当該事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿に記載された申立人及びその前後の被保険



  

者に係る資格喪失届の届出受理番号から、申立人の資格喪失手続は同年

６月頃に行われたと推認できることを考え合わせると、事業主は、申立

人が同年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失する旨の届出を

社会保険事務所に対して行ったとは考え難い。 

    また、上記被保険者名簿には、申立人に係る厚生年金保険被保険者の

資格喪失日は、当初、資格取得日と同日である昭和 41 年２月 28 日と記

載され不自然な記録となっていたところ、同年２月 28 日を同年３月１

日に訂正した形跡が確認でき、当該資格喪失日の訂正理由について、日

本年金機構は、「当時の届出書類が保管されていないことから具体的な

事情を確認することができない。」と回答しており、現在に至っては訂

正の経緯等を明らかにすることはできず、合理的な説明もできない上、

前述の雇用保険の加入記録及び資格喪失日の届出状況を踏まえると、社

会保険事務所において、当初の資格喪失日を訂正した際、同年６月１日

とするところ同年３月１日と誤って訂正処理した可能性がうかがえる。 

    これらを総合的に判断すると、申立期間②当時、社会保険事務所にお

ける記録管理が適正に行われていたとは考え難く、事業主は、申立人が

昭和 41 年６月１日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失した旨の届出

を社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

    なお、申立期間②の標準報酬月額については、申立人の当該事業所に

おける昭和 41 年２月の社会保険事務所の記録から、５万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社に勤務していた。」と主張し

ている。 

    しかし、当該事業所の元事業主に申立人の厚生年金保険の適用状況及

び厚生年金保険料の控除の状況について照会したが、元事業主は、「当

時の関係書類等は一切無く、不明である。」と回答している。 

    また、本来であれば、当該事業所の当時の同僚に申立人の勤務実態及

び厚生年金保険の加入状況について聞き取り調査を行うべきところであ

るが、申立人がその調査を望まないことから、勤務実態及び厚生年金保

険の加入状況について確認できない。 

    さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は確認できない上、

当該事業所の被保険者名簿において、申立期間①に申立人の氏名は無く、

健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4326 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年３月１日から４年３月 31 日までの期間につ

いては、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間に

係る標準報酬月額の記録を、３年３月から同年７月までは 22 万円、同年

８月から４年２月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

   また、申立期間のうち、平成４年３月 31 日から５年４月１日までの期

間については、申立人のＡ社における資格喪失日は、同年４月１日である

と認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については、30 万円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年３月１日から４年３月 31 日まで 

             ② 平成４年３月 31 日から５年４月１日まで 

    私は、平成２年５月 14 日から５年８月 20 日までＡ社に継続して勤務

していたが、年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したと

ころ、申立期間①の標準報酬月額が給与から実際に控除されていた厚生

年金保険料に見合う標準報酬月額と相違していることが分かったので、

その期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

    また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなったのは平成５年４

月１日であることから、厚生年金保険被保険者の資格喪失日についても

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＡ社にお

ける標準報酬月額は、当初、平成３年３月から同年７月までは 22 万円、

同年８月から５年３月までは 30 万円と記録されていたところ、当該事



  

業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年４月１日付けで、３

年３月１日に遡及して８万円に減額訂正されている上、申立人と同じ４

年３月 31 日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失している複数の元同

僚についても遡及して標準報酬月額が減額訂正されていることが確認で

きる。 

    また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本によると、申立人は役員でなかったこと

が確認できる上、元取締役及び元従業員は、申立人はＢ（職種）であり、

社会保険関係の手続は担当していなかった旨供述していることから、申

立人は、当該標準報酬月額の遡及訂正に関与していないと認められる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人に係る標準報酬月額の遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において、この

ような処理を行うべき合理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録

は有効なものと認められないことから、申立人の申立期間①に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成３年

３月から同年７月までは 22 万円、同年８月から４年２月までは 30 万円

に訂正することが必要である。 

 

  ２ 申立期間②については、オンライン記録において、申立人のＡ社にお

ける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所でなくなった平成５年４月１日付けで、遡及して４年３月

31 日と記録されている上、複数の元同僚についても申立人と同様に５

年４月１日付けで厚生年金保険被保険者の資格喪失日を遡及して４年３

月 31 日と記録されていることが確認できる。 

    また、Ａ社の閉鎖登記簿謄本によると、申立期間②当時、当該事業所

は法人格を有していることが確認できることから、当該事業所は当時の

厚生年金保険法に基づく適用事業所としての要件を満たしていたものと

認められる上、雇用保険の加入記録により、申立人の離職日は平成５年

８月 20 日であることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人の当該事業所における被保険者

資格を遡及して喪失した旨の処理は事実に即したものとは考え難く、社

会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的な理由は見当

たらず、当該処理に係る記録は有効なものと認められないことから、申

立人の資格喪失日は、当該処理が行われた平成５年４月１日であると認

められる。 

    また、申立期間②に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社にお

ける遡及訂正前のオンライン記録から、30 万円とすることが妥当であ

る。 



  

千葉国民年金 事案 4067 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年５月から６年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年５月から６年３月まで 

    私は、Ａ市役所から国民年金保険料の納付書が送付されてきたので、

父が同市役所へ出向き、保険料を一括納付したはずであり、申立期間が

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者記録により、申立人の

国民年金の加入手続は平成８年４月頃に行われ、その際、５年＊月＊日に

遡って国民年金の被保険者資格を取得したと推認されることから、この時

点を基準にすると、６年２月以前の国民年金保険料は時効により納付する

ことができない。 

   また、オンライン記録によれば、申立期間直後の平成６年４月から７年

３月までの保険料が８年５月 16 日に過年度納付されていることから、こ

の時点では、申立期間の保険料は時効により納付することができなかった

事情がうかがえる。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料納

付の前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4068 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年４月から 46 年３月まで 

    私の国民年金は、昭和 44 年４月頃、義父がＡ市Ｂ区役所で加入手続

を行ってくれ、その後、自宅に集金人が来るようになったので自分で集

金人に国民年金保険料を納付した。申立期間に係る２年分の保険料の督

促が来たこともないのに、申立期間が未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日

から、申立人の国民年金の加入手続は昭和 46 年 11 月頃に行われたと推認

できることから、申立人の主張と相違する。 

   また、申立人の加入手続時点では、申立期間の国民年金保険料は過年度

納付となり、集金人に保険料を過年度納付することはできず、同時期は第

１回特例納付の実施期間中であるが、申立人は保険料をまとめて納付した

記憶は無いと述べている上、申立人は、申立期間に係る加入手続に直接関

与しておらず、加入手続を行ったとする申立人の義父は既に亡くなってお

り、申立期間に係る加入手続の状況及び過年度保険料等の納付状況は不明

である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を含めて総合

的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4069 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年１月から 57 年３月までの期間及び 60 年４月から 62

年５月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年１月から 57 年３月まで 

             ② 昭和 60 年４月から 62 年５月まで 

    私の申立期間①及び②の国民年金保険料は、私の妻が夫婦ともに毎年、

免除を申請していたにもかかわらず、未納とされていることは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が毎年、申立期間①及び②に係る国民年金保険料

の免除申請を行っていたと述べているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿に

おいて、申立期間①及び②は未納と記録され、オンライン記録と一致して

おり、申立人が申立期間①及び②に係る保険料の免除申請を行っていた形

跡は見当たらない。 

   また、申立期間②については、申立人とともに保険料の免除申請を行っ

たと述べている申立人の妻も未納である上、申立期間①及び②を申請免除

期間とするためには、計６回の免除申請が必要となり、同一の市町村が同

一人に対してこれだけの回数の記録管理の誤りを繰り返すとは考え難い。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人

が申立期間①及び②の保険料を免除されていたことを示す関連資料（免除

申請書控等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を免除されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を免除されていた

ものと認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4070 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年４月から 54 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 60 年４月から 62 年５月までの国民年金保

険料については、免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から 54 年 12 月まで 

             ② 昭和 60 年４月から 62 年５月まで 

    私の申立期間①については、一緒に国民年金保険料を納付していた夫

が納付済みであるのに、申請免除とされ、申立期間②については、夫婦

ともに保険料の免除を申請していたにもかかわらず、未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間①は国民年金保険料の

申請免除期間、申立期間②は未納期間とされており、オンライン記録と一

致している上、申立人と一緒に保険料の免除申請を行ったとする申立人の

夫も、申立期間②は未納とされている。 

   また、申立人が所持する年金手帳には、国民年金手帳記号番号が誤って

記載されていることから、申立人は、記録管理の不備を主張しているが、

同手帳の当該手帳記号番号の脇には、ばつ印の記載とともに、申立人が平

成３年４月以降に転居したＢ町の押印がある上、申立人に係る転居前のＡ

市の被保険者名簿、Ｂ町の被保険者名簿及びオンライン記録においては、

昭和 51 年１月に申立人及び申立人の夫に連番で払い出された正しい手帳

記号番号で記録が管理されており、同手帳記号番号が記載された年金手帳

も所持していることから、申立期間の記録が別人と混同されたものとは考

え難い。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号



  

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立期間①及び②は合計 59 か月と長期にわたる上、申立人が、

申立期間①及び②の保険料を納付及び免除されていたことを示す関連資料

（家計簿、免除申請書控等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を

納付及び免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできず、申立期間②の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年７月から 15 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年７月から 15 年３月まで 

    私は、国民年金の加入案内が郵送されてきたので自分で加入手続を行

い、国民年金保険料は郵送された納付書を決められた日までにＡ社会保

険事務所（当時）へ持って行き、記載された金額を納付した。毎回、領

収書等が発行されないことは疑問に思っていたが、公的機関なので信用

していた。平成５年７月から 15 年３月までの保険料は納付したはずで

あり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、郵送された納付書を決

められた日までにＡ社会保険事務所へ持って行き、記載された金額を納付

したが、毎回、領収書等は発行されなかったと主張しているところ、Ｂ年

金事務所は、「保険料を領収した場合は、必ず納付者に対して領収証書を

交付している上、申立期間のうち平成８年１月以前の期間はＡ社会保険事

務所が設立される前の期間であり、当所における保険料の納付は考えられ

ない。」と回答しており、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

裏付ける関係者の供述等も無く、申立期間の保険料の納付状況は明らかで

ない。 

   また、オンライン記録によると、平成 15 年１月８日に申立人に対し過

年度保険料の納付書が作成されたことが確認でき、当該納付書が作成され

るまで、保険料の未納期間が存在したことがうかがえる。 

   さらに、申立期間の一部は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の

期間であり、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、

領収済通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が図ら



  

れている上、14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化されたことに

伴い、委託業者による磁気テープに基づく納付書の作成、収納機関からの

納付通知の電子的実施等、年金記録事務における事務処理の機械化が一層

促進されていることを踏まえると、記録漏れや記録誤り等が生じる可能性

は少ないものと考えられる。 

   加えて、申立期間は 117 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4072（事案 980 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年５月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付又は免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年５月から 53 年３月まで 

    私は、前回の申立て後、新たな資料や事実は見つかっていないが、申

立期間の国民年金保険料を納付したはずである。明確な証拠が無いのに

申立期間が未納とされていることは納得できない。また、申立期間は生

活保護を受けていたので、法定免除になっていることも考えられるので、

確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）納付したという主張に対しては、

申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは、昭和 55 年２月頃であり、申

立人は同年５月に、37 年 11 月から 39 年３月までの国民年金保険料を特

例納付していること、及び 53 年４月から 54 年３月までの保険料を過年度

納付していることから、申立人が保険料を納付し始めたのは 55 年５月で

あったものと推認できること、ⅱ）申立人に別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらないこと、ⅲ）納付されてい

ないのであれば法定免除又は申請免除されているとの主張に対しては、46

年４月から 52 年４月までの法定免除は、平成３年２月に届出されている

ことから、昭和 52 年５月以降も生活保護を受けていたのであれば、当該

届出の時点で法定免除に該当するか否か確認できたものと推認され、申立

期間が法定免除されていたものと考えるのは不自然である上、申請免除は

遡って申請することはできないため、手帳記号番号の払出日を前提にする

と、申立期間について申請免除していたと考えるのも不自然であることな

どを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年１月 14 日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 



  

   今回、申立人は前回の審議結果に納得できないとして、再申立てを行っ

ているが、申立人からは申立期間の保険料を納付又は免除されていたこと

をうかがわせる新たな資料や情報は提出されていない。 

   また、再度、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号

番号払出簿検索システムによる縦覧調査を行ったが、Ａ市において申立人

に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

い上、申立人の特殊台帳には、申立期間の保険料が納付又は免除されてい

た形跡は無い。 

   さらに、口頭意見陳述においても、申立期間の保険料を納付又は免除さ

れていたことをうかがわせる周辺事情は確認できず、そのほかに当委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人の

申立期間の国民年金保険料は、納付又は免除されていたものと認めること

はできない。 



  

千葉国民年金 事案 4073 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年９月から 46 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年９月から 46 年 11 月まで 

    私は、夫が昭和 44 年５月に海外勤務となったことに伴い、同年９月

に日本を出国してＡ（国名）Ｂ（地名）に住み、46 年 11 月頃に夫と共

に帰国した。私は、Ａ（国名）から帰国後、しばらくたった 47 年４月

頃にＣ社会保険事務所（当時）へ行ったところ、申立期間の国民年金保

険料は後から納付できるから市役所で納付するように言われ、Ｄ市役所

で一括納付したのに、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時は夫の海外勤務により、Ａ（国名）Ｂ（地名）

に在住していたと申述しているところ、申立人の所持する国民年金手帳に

は、昭和 44 年９月 17 日に「国外移住」により国民年金被保険者資格を喪

失したことが記載されている上、Ｄ市の国民年金被保険者名簿、特殊台帳

及びオンライン記録において、46 年 12 月 23 日に任意加入被保険者とし

て資格を取得していることが確認できることから、申立期間は国民年金に

未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない

期間である。 

   また、昭和 61 年３月以前は、国外に居住する者は国民年金の適用除外

とされており、制度上、国民年金に加入することはできない。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい



  

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4074 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年２月から 55 年７月までの期間及び同年８月から 60

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年２月から 55 年７月まで 

             ② 昭和 55 年８月から 60 年３月まで 

    申立期間①については、Ａ市に転入した直後の昭和 55 年７月に夫が

Ａ市役所で私の国民年金の加入手続を行い、同市役所から送付された

納付書で国民年金保険料 25 万円くらいをＢ信用金庫Ｃ支店（当時）で

一括納付した。申立期間②については、市役所から納付書が郵送され

てきたので、夫が３か月ごとにＢ信用金庫Ｃ支店又はＤ銀行（当時）

で夫婦の保険料を納付した。申立期間①及び②が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、昭和 55 年７月に申立人の夫が国

民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を一括納付し

たと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金

手帳記号番号払出簿により、60 年４月 10 日に社会保険事務所（当時）

からＡ市に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立人の手帳記

号番号の前後の任意加入者の資格取得日から、申立人は同年５月 20 日

頃に国民年金の加入手続を行ったことが推認でき、申立人の申述と相

違する上、この時点を基準にすると、申立期間①は時効により保険料

を納付することができない期間である。 

    また、時効となった未納保険料を納付可能とする特例納付制度は、過

去に３回実施されているが、昭和 55 年６月 30 日に終了しており、同

年７月以降に申立期間①の保険料を一括納付することはできない。 



  

 

  ２ 申立期間②については、申立人は、Ａ市役所から納付書が郵送されて

きたので、申立人の夫が３か月ごとに納付したと述べているところ、

国民年金の加入時期と推認される昭和 60 年５月の時点では、申立期間

②のうち 58 年３月以前は時効により保険料を納付することができない

期間である上、申立期間②のうち同年４月以降の期間は過年度保険料

となり、通常の事務処理では過年度保険料の納付書は社会保険事務所

において発行されることを考慮すると、Ａ市役所から申立人に当該期

間の納付書が送付されたとは考え難い。 

    また、申立期間②は 56 か月と長期間である上、一緒に保険料を納付

していたとする申立人の夫も申立期間②は申立人と同じく未納である。 

 

  ３ オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に対し別の手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    また、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

    これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4075 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年８月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月から 51 年３月まで 

    私は、結婚してＡ市に転居した昭和 52 年３月頃にＡ市役所で国民年

金の加入手続を行い、申立期間の保険料を過去に遡り、１年又は半年単

位で４回ほどＢ駅北側の郵便局で納付した。20 歳から第３号被保険者

に種別を変更するまでの国民年金保険料は全て納付していたのに、申立

期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、結婚してＡ市に転居した昭和 52 年３月頃にＡ市役所で国民

年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を過去に遡り納付した

と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳

記号番号払出簿により、同年２月 25 日に社会保険事務所（当時）からＡ

市に払い出された手帳記号番号の一つであり、申立人の手帳記号番号の前

後の任意加入者の資格取得日から、申立人は同年３月頃に国民年金の加入

手続を行なったことが推認でき、加入時期については申立人の申述と符合

するが、この時点において、申立期間の過半に当たる 49 年 12 月以前の保

険料は時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間の保険料を納

付する前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は 56 か月と長期間である上、申立期間の保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4076 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年 12 月から 60 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年 12 月から 60 年３月まで 

    私の父は、昭和 53 年 12 月に私の国民年金の加入手続を行ってくれ、

申立期間の国民年金保険料は、私が毎月父に現金を渡し、父が納入通知

書で納付してくれた。申立期間の保険料が未納とされていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父が昭和 53 年 12 月に国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を納付してくれたと主張しているが、申立人の国民

年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、60 年５月 22

日に社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出されていることが確認でき、

申立人は同時期以降に国民年金の加入手続を行ったと推認できることから、

当該加入手続を行うまで、申立人は国民年金に未加入であったことがうか

がえる上、払出時点を基準にすると、申立期間のうち 58 年３月以前の保

険料は時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付に直

接関与しておらず、関与したとする申立人の父は既に亡くなっており、加

入手続及び申立期間の保険料の納付状況が不明である上、申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く､

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

千葉国民年金 事案 4077 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年５月から 47 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年５月から 47 年６月まで 

    父が私の国民年金の加入手続を行い、当初の昭和 45 年度の国民年金

保険料を納付してくれた。その後の保険料については、集金人が自宅に

来て遡って納付することができるとの説明を受けたので、私が昭和 47

年 10 月頃に集金人に 7,000 円くらいの保険料を一括納付したのに申立

期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続を行ってくれたと主張して

いるが、申立人の国民年金の加入時期は、申立人が所持する国民年金手帳

に記載された発行日及び申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入

者の資格取得日から、昭和 48 年 11 月頃と推認でき、当該加入手続を行う

まで、申立人は国民年金に未加入であったことがうかがえる上、同年 11

月を基準にすると、申立期間のうち 45 年５月から 46 年９月までの国民年

金保険料は時効により納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人には、申立期間以外にも複数の未納期間がある上、申立

期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉厚生年金 事案 4327（事案 3479 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 41 年６月１日から同年９月 19 日まで 

             ② 昭和 42 年４月１日から同年５月 20 日まで 

    私は、昭和 41 年６月１日から 42 年５月 20 日までＡ社に勤務し、厚

生年金保険の被保険者であると思っていたが、申立期間が被保険者期間

となっていない。納得がいかないので、調査の上、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社の事業主及び複数の元同僚

から聴取したが、申立人の勤務期間について確認できない上、事業主は、

当時の資料は既に破棄しており、厚生年金保険料の控除等については不明

であると回答していること、ⅱ）申立人の雇用保険の加入記録は厚生年金

保険の被保険者記録と一致していることなどから、既に当委員会の決定に

基づき、平成 23 年５月 11 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人から新たな資料の提出は無いが、申立人

は、申立期間にＡ社に勤務し、厚生年金保険の被保険者であったと主張し

ていることから、申立人の被保険者期間に被保険者資格を取得している元

同僚 14 人及び当該事業所において在籍期間の長い３人を調査した結果、

昭和 41 年７月頃に入社したとする元同僚は、「入社したときに申立人は

勤務していた。」と供述しており、申立人が申立期間①に在籍していたこ

とは推認できる。 

しかし、上記元同僚も入社後、厚生年金保険に加入するまでに３か月の

欠落があり、在籍期間の長い元同僚は、「年金に関心があったので、会社



に言って、自分は入社後すぐに厚生年金保険に加入させてもらったが、当

時はすぐに加入させていなかったと思う。」と供述しており、申立期間当

時、当該事業所は、必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱

いではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

千葉厚生年金 事案 4328（事案 2579の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年９月 24日から 34年４月２日まで 

    私は、前回の申立ては認められないとする通知を受けたが、脱退手当

金支給当時は出産のため入院しており脱退手当金を受け取ることはでき

ない状態だったので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が勤務していたＡ社Ｂ店

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資格喪失日前後

２年以内に被保険者資格を喪失し、脱退手当金の受給資格を有する 24 人

のうち、申立人を含む 19 人が脱退手当金を支給されたことになっており、

うち申立人を含む 15 人は資格喪失後４か月以内に、４人は９か月以内に

それぞれ支給決定されていること、ⅱ）当時は、通算年金制度創設前であ

ったことを踏まえると、申立人についても脱退手当金を受給したと考える

のが自然であること、ⅲ）支給額に計算上の誤りは無く、同被保険者名簿

に脱退手当金の支給を意味する「脱」表示があるなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成

22 年 10 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

   今回の申立てについて、申立人から新たな資料の提出は無く、申立人は、

「脱退手当金が支給決定された昭和 34 年６月当時は出産のため入院して

おり脱退手当金を受け取ることはできない状態だったので納得できな

い。」と主張しているが、戸籍謄本における子供の生年月日は、申立人の

供述とは異なる 35 年＊月＊日となっており、この主張は当委員会の当初

の決定を変更すべき事情とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



 

  

千葉厚生年金 事案 4329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月１日から 64 年１月１日まで 

    私は、昭和 55 年 11 月１日から 63 年 12 月いっぱいまでＡ社（現在は、

Ｂ社）Ｃ支店にＤ（職種）として勤務した。勤務時間は、午前 11 時か

ら午後５時までで休憩時間は 40 分程度だった。２か月勤務しては２週

間の休みがあり、それを繰り返していた。申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社のＤ（職種）給料明細書（昭和 56 年２月

分）及び複数の元同僚の供述により、勤務期間は特定できないものの、申

立人は、同社Ｃ支店にＤ（職種）として勤務していたことは確認できる。 

しかし、Ｂ社は、「Ｄ（職種）の人事記録等の関係資料は無い。」と回

答している上、申立人から提出された上記給料明細書において厚生年金保

険料の控除欄は無いことから、申立人の勤務期間及び保険料の控除につい

て確認できない。 

また、申立人は、オンライン記録により、申立期間のうち、昭和 55 年

11 月１日から 61 年３月１日までの期間について、国民年金に任意加入し

付加保険料も納付済み（61 年３月は定額保険料を納付）である上、第３

号被保険者制度が発足した同年４月１日から 64 年１月１日までの期間に

ついては、第３号被保険者となっていることが確認できる。 

さらに、Ｄ（職種）として勤務していた元同僚は、「採用時に、働き方

の選択について説明を受け、私は、配偶者の扶養の範囲内で勤務する働き

方を選んだので、給料から保険料は控除されていなかったし、厚生年金保

険に加入していないことも承知している。」と供述している上、Ｄ（職



 

  

種）として１日に５から６時間働いていたとするもう一人の元同僚は、申

立人と同じく国民年金に任意加入し付加保険料も納付し、昭和 61 年４月

から第３号被保険者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4330 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月 18 日から 37 年７月１日まで 

    私は、昭和 36 年３月から 38 年４月 30 日まで継続してＡ社又はＢ社

に勤務していたが、36 年７月 18 日から 37 年７月１日までの期間の厚

生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立

人はＡ社で昭和 36 年３月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、

同年７月 18 日に資格を喪失した後、事業主、事業所所在地及び業種が同

一のＢ社で 37 年７月１日に資格を取得し、38 年５月１日に資格を喪失し

ていることが確認できるところ、Ｂ社に 37 年４月７日に入社した元同僚

は、「私が入社したときには、既に申立人は勤務していた。」と供述して

いることから、勤務期間は特定できないものの、申立人が申立期間におい

てＢ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、上記被保険者名簿によれば、Ａ社は昭和 36 年７月 18 日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっている一方、Ｂ社は 37 年７月１日に

適用事業所となっており、申立期間においては両社共に適用事業所でない

ことが確認できる。 

   また、前述の元同僚は、｢私が入社したときは、会社は健康保険にも加

入しておらず、数か月後に厚生年金保険と一緒に適用事業所としての届出

を行った。｣と供述している上、Ａ社及びＢ社における元事業主は既に死

亡しているため、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認することができない。 

   さらに、上記被保険者名簿によると、Ａ社及びＢ社において厚生年金保



 

  

険被保険者の資格を有する元同僚二人についても、申立期間における厚生

年金保険被保険者記録は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4331 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、Ａ共済組合員として申立期間に係る掛金

をＢ（団体）により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年７月１日から２年４月１日まで 

    私は、平成元年７月１日から２年３月 31 日までＣ事業所（現在は、

Ｄ事業所）にＥ（職種）として勤務していたが、申立期間のＡ共済組合

の加入記録が欠落しているので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＣ事業所における在職証明書及びＤ事業所から提

出された賃金台帳により、申立人が申立期間においてＣ事業所に勤務して

いたことは確認できる。 

   しかし、上記賃金台帳において、申立人の給与からＡ共済組合の掛金が

控除されていないことが確認できる上、当該共済組合は「申立人の申立期

間における共済組合の加入記録は無い。」と回答している。 

   また、Ｄ事業所は、「申立人と同時期に勤務していたＥ（職種）であっ

た者も共済組合に加入していなかった。」と回答しており、当該事業所で

は申立期間当時、全ての職員をＡ共済組合に加入させていたわけではなか

ったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における当該共済組合の掛金の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人がＡ共済組合員として、申立期間に係る掛金をＢ（団体）により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4332 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22 年４月１日から同年５月１日まで 

    私の父は、昭和 22 年３月に高校卒業後すぐに、Ａ事業所（現在は、

Ｂ社）Ｃ支店に入社し、同年４月１日に正式採用されたが、厚生年金保

険被保険者の資格取得日が同年５月１日となっている。正式採用と同時

に厚生年金保険に加入したはずであり、納得できないので調査して厚生

年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の子が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された社員台帳により、申立人が申立期間においてＡ事業

所Ｃ支店に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、Ｂ社は、「申立期間当時の関係書類は既に廃棄しており、申立

てどおりの資格取得届の提出及び厚生年金保険料の控除については不明で

ある。」と回答しており、申立期間に係る保険料の控除について確認する

ことができない。 

   また、Ａ事業所に申立人と同期入社し、別の支店に勤務していた元同僚

は、「私は、昭和 22 年４月１日に入社し、その日から厚生年金保険の加

入記録があるが、当時は厚生年金保険の加入手続は各支店で行っており、

同社Ｃ支店の取扱いについては不明である。｣と供述している。 

   さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳及び当該事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人のＡ事業所Ｃ支店におけ

る厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 22 年５月１日と記載されて

おり、訂正等の形跡も無い上、同被保険者名簿において、同年４月１日に



 

  

厚生年金保険被保険者の資格を取得した者はいないこと、及び同年５月１

日に申立人を含めた８人が被保険者資格を取得していることが確認でき、

８人の資格取得日はいずれもオンライン記録と一致していることを踏まえ

ると、当該事業所では同年５月１日にまとめて厚生年金保険の加入手続を

行った可能性が考えられる。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4333（事案 3225 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年１月１日から同年 12 月 20 日まで 

    私は、申立期間において、Ａ駅の周辺にあったＢ事業所に勤務してい

たので、この期間の厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。

調査して厚生年金保険の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間を含む昭和 26 年７月から 28 年 12 月までの期間については、

前回の申立てにおいて、申立人はＣ事業所に勤務していたとして申し立て

ていたところ、オンライン記録において、「Ｃ事業所」の名称で厚生年金

保険の適用事業所は確認できず、所在地を管轄する法務局において商業登

記の記録は確認できない上、当時の事業主及び同僚の所在が判明しないた

め、聞き取り調査ができず、申立人の勤務実態等について確認することが

できないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 23 年

２月 16 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、前回の申立てと重複する申立期間について「Ａ駅の周

辺にあったＢ事業所に勤務していた。」と主張しているが、オンライン記

録において、Ｄ県内に所在する「Ｂ事業所」及びそれに類似した名称の厚

生年金保険の適用事業所は確認できない。 

   また、「Ｂ事業所」の名称で営業許可を受けている事業所の有無につい

て、Ｅ（機関）は、「該当する事業所は１件あった。」と回答しているこ

とから、同事業所に申立人の勤務実態等を照会したが、回答が得られない

上、申立人が氏名を挙げた元同僚は所在が判明しないため、聞き取り調査

を行うことができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認することができない。 



 

  

   さらに、申立人は、「当該事業所は会社組織ではなく、個人経営であっ

たと思う。」と供述しており、当該事業所は、非法人のＦ（業種）の事業

所であり、厚生年金保険法における強制適用事業所の要件を満たしていな

かったことが推認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4334 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月２日から同年４月 18 日まで 

    私は、申立期間において、Ａ社に勤務していたので、この期間の厚生

年金保険の加入記録が無いことは納得できない。調査して厚生年金保険

の加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間において、Ａ社に勤務し、厚生年金保険に加入し

ていたはずである。」と主張している。 

   しかし、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、

元事業主の所在が判明しないため、申立人の申立期間における勤務実態及

び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   また、申立人は申立期間当時の元同僚の氏名を記憶していないことから、

当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間におい

て被保険者資格を有する複数の元同僚に照会したが、具体的な回答は得ら

れず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認するこ

とができない。 

   さらに、申立人の当該事業所における雇用保険の加入記録は確認できな

い上、上記被保険者名簿において、申立人の氏名は無く、健康保険の整理

番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



 

  

千葉厚生年金 事案 4335 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年頃から 58 年頃まで 

    私は、昭和 56 年頃から 58 年頃までの２、３年間、Ａ市Ｂに所在した

Ｃ社又はＤ社に勤務したが、その期間の厚生年金保険の加入記録が無い

ので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 56 年頃から 58 年頃までの２、３年間、Ａ市Ｂに所在

したＣ社又はＤ社に勤務した。」と主張している。 

   しかし、オンライン記録において、申立期間当時、Ａ市に所在し、

「Ｅ」という名称を含む厚生年金保険の適用事業所は確認できない上、所

在地を管轄する法務局において「Ｃ社」又は「Ｄ社」という事業所の商業

登記の記録は確認できない。 

   また、Ｆ（団体）及びＧ（機関）は、「Ｅという名称の事業所が会員と

して登録された記録は無い。」と回答している上、Ｈ県に対し、Ａ市にお

いて、「Ｅ」という名称の事業所がＩ（業種）の許可を受けているか否か

について照会したが、「申立期間当時の関係書類は保存期限が経過してい

るため廃棄済みである。」と回答しており、「Ｅ」という名称の事業所を

確認することができない。 

   さらに、申立人は、元事業主及び元同僚の氏名を記憶していないことか

ら、聞き取り調査を行うことができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の適用状況について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


